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1．研究背景と目的

ディスポーザー（以下，DP）は，1920 年代に米国
で発明された生ごみをシンク内で粉砕し下水道に排出
する家電製品である。全米では普及率は 51％（2011
年米国商務省センテンス局：住宅統計より算出）であ
り，一般家庭の生ごみ処理方法として定着している。
わが国では，住宅の高層化や生活環境の向上への期待
感から DP への関心が高まる一方，下水道への影響を
懸念する声も多く，これまで様々な議論がなされてき
た。国土交通省では北海道歌登町（現，枝幸町）の一
般家庭 300 世帯に DP を設置し，下水道施設（管渠，
ポンプ場，下水処理場），市民生活等への影響を調査
した社会実験（2000 年〜 2003 年）1）を実施し，2005
年に「ディスポーザー導入時の影響判定の考え方」2）

を公表している。しかし，単体 DP の普及率は低く，
現在，都市部の多くの新築マンションでは DP 排水を
集合処理する「ディスポーザ排水処理システム」が採
用されている。ディスポーザ排水処理システムは，下
水道への負荷増加を懸念して開発された我が国特有の
システムであるが，既存の戸建て住宅は対象としてい
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概 要
ディスポーザー導入によりごみ処理事業の効率化が期待できる一方，下水道への負荷増大が懸念

される。しかし，ディスポーザー導入地域の長期調査結果では，下水処理場への負荷増加は確認で
きていない。本研究では，その要因が下水管での浄化機能であるという仮説を設定し，管路模型を
用いて下水とディスポーザー排水の混合水を用いた実験を行った。実験の結果，ディスポーザー排
水を含む下水中の有機物の減少には，下水管内で増殖し壁面に付着する微生物群が寄与しているこ
とがわかった。管内でのディスポーザー排水の分解速度は約 0.04/h と試算され，下水管渠には浄化
機能があることを確認した。
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ない。
バイオマスの利活用は地球温暖化対策の一つとして

重要である。食品廃棄物総量の半分を占める家庭系食
品廃棄物の有効利用率はわずか 7％（家庭系廃棄物
766 万 t，再生利用 56 万 t）であり3），これは各家庭
に分散している生ごみの収集が困難であることが要因
と考えられる。各家庭に単体 DP を設置し生ごみを下
水道管渠で効率よく下水処理場に集約することが可能
であれば，廃棄物の収集・処理を既存インフラである
下水道が担うこととなり，下水道ストックの新たな活
用法として期待できる。このような背景を踏まえ，著
者らは持続的な地域社会に資する下水道を提案するた
めに，DP 導入が地域社会に及ぼす影響について調査
研究を継続してきた4-7）。その中で DP 導入地域の下
水処理場の流入水質や余剰汚泥量の調査を実施してき
たが，DP 普及率が高くても DP 導入時に想定された
負荷増加が確認できず，下水処理場への影響がほとん
どみられないことが明らかになりつつある7）。このこ
とから DP 排水由来の負荷がそのまま下水処理場に到
達していない可能性があり，下水管渠内での浄化作用
が影響していると推察される。なお，管渠内の浄化作
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用の有無は，DP 導入地域全体（下水道事業と廃棄物
処理事業）の GHG 排出量の評価にも影響する。これ
までの DP 導入時の影響評価では下水管渠内での浄化
作用は考慮せず，DP 導入は GHG 排出量を増加させ
ると試算されてきた1, 2）。DP 導入が地域全体の GHG
排出に及ぼす影響を評価するためにも，下水管渠での
有機物分解について実態を把握する必要がある。

DP 排水の性状や負荷特性については，これまで詳
細な検討がなされており8, 9），著者らも単体 DP の導入
を想定した DP 排水の負荷原単位を提案してきた10, 11）。
しかし，これまでの研究では DP 排水そのものの負荷
特性を評価したもので，生活排水として下水管渠に流
入後の性状変化は考慮されていない。しかし，易分解
性（生物分解性）の有機物を多く含む DP 排水9）は，
管渠内の微生物により流下過程で一定量分解されると
考えられ，管渠の浄化作用による DP 排水の汚濁負荷
減少が予見される。そこで，単体 DP 導入の影響を適
切に評価するために，本研究では下水管渠に着目し，
管路模型を用いた DP 排水の流下実験を行った。管渠
内の浄化作用に寄与すると考えられる管渠内付着物

（生物膜）を再現し，生物膜の有無が DP 排水中の有
機物量に及ぼす影響を調べるとともに，下水管渠の有
機物分解能について考察した。

2．実 験 方 法

2．1 管路模型の概要
管路模型の概略図を Fig. 1に示す。管路長は主管

路 4 m（2 m×2 本）と管路接合部 0.27 m の計 4.27 m，
管路の材質はアクリル製である。管渠内の自然流下に
近い条件とするため，貯留槽（容量約 80 L）から水
中ポンプで汚水を汲み上げ，上部槽に流入させる方式
とし，管の勾配は流速 0.2 m/s，流量 0.0004 m3/s と
なるようラボジャッキにて調整した。流下時は藻類等
の発生抑制のためアルミホイルで養生し日光を遮断し
た。流下過程での水温保持のため貯留槽内に電熱線を
設置した。なお，下水管渠には圧送管を含め管渠内空
間や下水中の酸素濃度が低い条件の場合もあるが，概
ねの管渠は好気的条件下であるとみなした。

2．2 管渠内生物膜の生成
下水管渠では，汚水の流下により管渠内部に付着物

が生成される。管渠内付着物は微生物菌体からなる台
所や風呂場などに一般的に認められる生物膜（バイオ
フィルム）である。著者らは，これまでに管渠内付着
物を採取分析する現地調査を実施しており DP 導入の
有無に関わらず，付着物が存在することを報告してい
る12）。本研究では，下水管渠の浄化作用が DP 排水の
性状変化をもたらすとみなし，管路模型を下水管渠内
の条件にできるだけ近づけるために生物膜の再現を試
みた。
1）人工下水流下による生物膜の生成

管路模型の内部に生物膜を付着させるため，人工基
質成分として使用されるスキムミルクを水道水と混合
したものを人工下水とし，管路模型内に人工下水を継
続的に流下させた。人工下水は一般的な水質指標であ
る生物化学的酸素要求量（BOD）を下水処理場への
流入下水の平均的な値である BOD＝200 mg/L となる
よう調整した。なお，人工下水を流下させ続けると塩
類等の蓄積が発生し，微生物の活動に影響する可能性
があるため，生物膜生成期間中は，毎日人工下水を入
れ替え，管路模型の上部槽および貯留槽の清掃を行い，
汚水の流下する管路部のみに生物膜が付着するよう努
めた。
2）実下水流下による生物膜の生成

実下水の流下により管路模型内に生物膜が生成され
るか確認するために，管路模型内に下水処理場の流入
水（以下，下水）を継続的に流下させた。下水は千葉
県内の N 市浄化センター（一部合流式）から採取した。
1）人工下水と同様，下水も管路模型を流下させ続け
ると塩類等の蓄積が懸念されるため，2 日毎に入れ替
え作業を行った。なお，流下させる下水は同一日に採
取したものを用い，実験期間中暗室冷蔵保存した。

2．3 DP排水の調整
DP は手動給水・一括処理型の家庭用 DP（ISE 社

製：AC105-B）を使用し，「ディスポーザ排水処理シ
ステム」の性能基準評価で規定されている標準生ごみ
250 g を水道水 5ℓで処理し得られた溶液を DP 排水と
した。標準生ごみは，㈳日本下水道協会「下水道のた
めのディスポーザ排水処理システム性能基準（案）」13）

に準じて調整後，水道水 2ℓを流しながら 1 分間 DP
を稼働させた。DP 内部に生ごみが残存しないよう水
道水 1ℓ/30 秒×3 回 DP を稼働し排水全量を回収し
た。DP の 仕 様 を Table 1， 標 準 生 ご み の 組 成 を
Table 2に示す。なお，3．2 の 2）人工下水＋DP 排水

（生物膜あり・生物膜なし）に示した流下実験実施時
には，DP を設置したシンクがなく標準生ごみを水道
水とともにフードミキサーで粉砕したものを DP 排水Fig. 1 Schematic diagram of pipe model
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として代用した。

2．4 管路模型を用いた流下実験
DP 排水は，生活排水として下水管渠に流入し管渠

内を既に流下している下水と合流する。この管渠内の
状況を再現するために，本実験では DP 排水を 10％
混合した溶液を用いた。本報では DP 排水中の有機物
含有量に着目し，管路模型の状態（生物膜の有無）に
よる DP 排水の TBOD 濃度（以下，BOD 濃度）の変
化について解析した。分析方法は下水試験方法14）に
従った。試験区（実験条件）を Table 3に示す。

Table 3 Experimental Design

試験区 試料 生物膜 生物膜の
生成条件

Case-1 水道水  DP 排水 10％含有 無 −
Case-2 人工下水 DP 排水 10％含有 無 −
Case-3 人工下水 DP 排水 10％含有 有 人工下水
Case-4 実下水  DP 排水 10％含有 無 −
Case-5 実下水  DP 排水 10％含有 有 実下水

2．5 管渠内生物膜の有機物分解能 （分解速度） の評価
下水管渠内では，管渠内に付着（生成）している生

物膜により浄化作用が起こると予見される。微生物に
よる分解現象は，物質の濃度により比例する一次反応
式で表すことができる。そこで，管路模型による流下
実験の結果（BOD 濃度）から分解速度を算出した。
分解速度 k（1/h）は一次反応式を基本式として常用
対数変換した下式を用いて，測定時間と各分析値から
最小二乗法で求めた。

＝−KCt
dCt

dt

Ct＝C0・10-kt

Ct：t 時刻における有機物濃度（mg/L）
C0：0 時間における有機物濃度（mg/L）
 t ：時間（h）
K ：分解速度（1/h, 基本式における定数）
 k：�分解速度（1/h, 基本式を常用対数で展開した式

での定数）

3．結 果 と 考 察

3．1 管渠内生物膜の生成
1）人工下水流下による生物膜の生成

人工下水の流下開始から 1 週間後，管路壁面に白色
の付着物が管渠全体に確認された。著者らが実施した
下水管渠内の付着物に関する現地調査12）の結果では，
付着物の外観は白色を呈し，灰色，黒色および茶色の
物質が点在しており，外観上は類似していた。また，
付着物が確認された状態で，新たに作成した人工下水
を 24 時間流下させ BOD 濃度を測定した結果，BOD
濃度は流下開始時の 200 mg/L から 160〜170 mg/L
と 8 割程度と減少することが確認された。この結果か
ら管路部壁面の白色の付着物を生物膜であるとみなし，
人工下水を用いた生物膜の生成は，人工下水（BOD：
200 mg/L）を 1 週間流下させ，白色の付着物を目視
確認することを条件とした。
2）実下水流下による生物膜の生成

実下水の流下開始から約 1 週間後，管路部壁面に付
着物とぬめりが確認された。人工下水で生成された生
物膜に比較してやや褐色を呈していたが，実験毎の付
着物はいずれもやや褐色の同じ外見であった。付着物
の発生を確認した後，下水を 24 時間流下させ BOD
濃度を測定した結果，流入開始時の BOD 濃度は半減
した。なお，付着物のない状態で下水を 24 時間流下
させ BOD 濃度を測定した場合，BOD 濃度の減少は
ほとんどみられなかった（Table 4）。このことから，
管路部壁面の褐色の付着物を生物膜とみなし，実下水
での生物膜の生成は，約 1 週間実下水を流下させ，褐
色の付着物とぬめりを目視確認することを条件とした。
なお，実験は 2020 年と 2021 年のいずれも 10 月〜 12
月に実施した。管路模型では水温保持のため貯留槽内
に電熱線を設置しているが，水温は外気温に影響され
る。10 月は 25℃，11 月は 20℃，12 月は 15℃と流下

Table 1 Specifications of garbage disposer
生ごみ投入方式 連続投入
粉砕方式 ハンマーミル方式
使用水量 8ℓ/分
外形寸法 H311 mm×D222 mm
本体重量 7.5 kg

Table 2 Composition of raw garbage
生ごみの種類 湿重量（g）

ニンジン   45
キャベツ   45
バナナ（皮）   25
リンゴ   25
グレープフルーツ（皮）   25
卵殻     5
手羽元（骨）   20
魚（干物：アジの開き）   25
茶殻   10
米飯   25
合計 250

Table 4 Change in BOD concentration in sewage after 24 hours

管路の状態実験 No.
付着物なし 付着物あり

1 2 3 4 1 2 3 4 5

BOD（mg/L）
流下開始時 135 137 151 87 228 148 124 66 98

24 時間後 143 141 108 98 130 60 71 34 48
増減率 （％）※ 106% 103% 71% 112% 57% 40% 57% 51% 49%

水温 25℃ 20℃ 15℃ 20℃ 25℃ 20℃ 15℃ 20℃ 20℃

※�流下開始時の BOD 濃度を 100％とした場合の 24 時間後の BOD 濃度の割合 
（％） を示す。



138 ディスポーザー排水流入時の管渠内浄化に関する研究

（還流）中の水温変化がないよう貯留槽内に電熱線に
て調整した。

流下実験に用いた下水の BOD 濃度を Table 5に示
す。実験用に採水した下水は 2020 年，2021 年ともに
10 月〜 12 月の降雨の影響を受けない晴天時に採水し
たが，実験毎に BOD 濃度に差があり，採取日毎の変
動は 3 割以上と高かった。なお，千葉県 N 市浄化セ
ンターの統計データ（BOD 濃度）について，下水道
統計（㈳日本下水道協会）15）を活用し 2014 年〜 2018
年の年平均流入水 BOD 値を調べた結果，BOD 濃度
は 200 mg/L 前後，年毎の変動は 1 割程度であった。

Table 5 BOD concentration in sewage

分析サンプル 最小～最大
（mg/L）

平均
（mg/L） 標準偏差 変動係数

流下実験開始時の下水
（n=8） 66～228 131 44.0 0.34

3．2 管路模型を用いた DP排水の流下実験
1）水道水＋DP排水（生物膜なし）の流下実験：対照区

対照区として DP 排水を含む水道水を流下させた
Case-1（水道水＋DP 排水：生物膜無）について，流
下時間が 1 時間〜 5 時間の Run-1 と Run-2，流下時
間 が 1 時 間 〜 8 時 間 の Run-3 と Run-4 の 結 果 を
Fig. 2に示す。実験は実施時期による外気温の影響で
水 温 が 異 な り Run-1 と Run-3 は 25 ℃，Run-2 は
15℃，Run-4 は 20℃であった。Run-1 と Run-2 は流
下開始から BOD 濃度が上昇し 5 時間後にはスタート
時点程度まで BOD 濃度は減少した。Run-1 と Run-2
は実験実施時期による外気温の影響で水温が異なり
10℃の差があるが BOD 濃度の変動は類似していた。
ま た，8 時 間 流 下 さ せ た Run-3 と Run-4 で は，
Run-3 では開始初期に BOD 濃度が上昇後やや減少し
濃度は横ばいで推移，Run-4 は開始から終了まで
BOD 濃度は増減し一定の傾向を示さなかった。

DP 排水を含む水道水では，管路流下による BOD
濃度の減少はみられなかったが，流下開始後一時的に

BOD 濃度が上昇した。これは DP 排水中の生ごみが
細分化し有機物が溶出することが原因と考えられる。
また，上昇した BOD が減少した要因は，管路壁面へ
の付着など微生物分解以外にあると推察されるが，本
実験では詳細は不明である。なお，DP 排水中の懸濁
物の挙動と有機物濃度との関係性については今後の検
討課題である。
2）�人工下水＋DP排水（生物膜あり・生物膜なし）の流下
実験
生物膜は人工下水で生成し，人工下水に 10％ DP

排水を混合した溶液を流下試料とした。Case-2（人
工下水＋ DP 排水：生物膜無），Case-3（人工下水＋
DP 排水：生物膜有）の流下実験の結果を Fig. 3に示
す。生物膜なしの Case-2 では BOD 濃度が増減し一
定の傾向がみられなかった。一方，生物膜ありの
Case-3 のでは，流下時間とともに BOD 濃度が減少
した。流下開始から 5 時間後の BOD 濃度は，生物膜
なしでは 94％，生物膜ありでは 65％に減少した。な
お，実験過程での水温は Case-2，Case-3 ともに 20℃
であった。

なお，本実験では，Case-1 で確認された流下初期
の BOD 濃度の上昇（生ごみの細分化による有機物の
溶出と推測）は確認できなかった。本実験は，生ごみ
をミキサーで粉砕したものを DP 排水の代用としてお
り，ハンマーミル方式で粉砕する DP とは排水中の生

Fig. 2 Change in BOD concentration in the tap water including DP wastewater

Fig. 3 �Change in BOD concentration in the simulated sewage 
including DP wastewater
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ごみ粉砕物の粒径は異なる。DP 排水の粒径分布につ
いて，DP 排水中の固形物は 0.1 mm 以上の粒子が約
70％（生下水は約 50％），固形物の約 50％が沈降速度
中程度の 4.8〜168 m/d であると沈降特性に関する報
告がなされている1）。本実験では生ごみ粉砕物の形状
が異なり，固形物の崩壊，BOD 濃度の変化に影響す
ると推察されたが，生ごみ粉砕物の粒径と崩壊（溶
出）性の知見は乏しく，今後の検討課題である。
3）実下水＋DP排水 （生物膜あり・生物膜なし） の流下実験

生物膜は実下水で生成し，実下水に 10％ DP 排水
を混合した溶液を流下試料とした。Case-4（実下水
＋DP 排水：生物膜無），Case-5（実下水＋DP 排水：
生物膜有）の流下実験の結果を Fig. 4に示す。生物
膜なしの Case-4 では流下開始初期に BOD 濃度がや
や増加し 3 時間後まで横ばいで推移その後減少，再び
増加した。生物膜ありの Case-5 では流下初期に一時
的に BOD 濃度は上昇その後減少した。流下初期の
BOD 濃度の上昇は Case-1（水道水＋ DP 排水：生物
膜無）と同様，生ごみの細分化により有機物が溶出し
たと推察される。流下開始から 8 時間後の BOD 濃度
は，生物膜なしでは 98％，生物膜ありでは 82％に減
少した。なお，実験過程での水温は Case-4，Case-5
ともに 20℃であった。
4）BOD濃度と流下時間の関係（生物膜あり・生物膜なし）

2），3）の結果から，生物膜ありの条件では流下過

程で BOD 濃度が減少することがわかった。生物膜の
有無の影響を明らかにするために，Case-2, 3（人工
下水＋DP 排水：生物膜有無），Case-4, 5（実下水＋
DP 排水：生物膜有無）について BOD 濃度と流下時
間の関係性を調べた。なお，Case-4, 5 の実下水は程
度に差はあるものの流下初期に生物膜の有無に関わら
ず BOD 濃度が一時上昇したため，流下開始 1 時間後
から測定終了時点までの BOD 濃度と流下時間のデー
タを用いた。それぞれの流下時間と BOD 濃度の関係
を Fig. 5に示す。生物膜がない状態では，人工下水

（Case-3），実下水（Case-5）ともに BOD 濃度と流下
時間に一定の関係は認められなかった。一方，生物膜
がある状態では，人工下水（Case-3），実下水（Case-
5）ともに BOD 濃度と流下時間に負の相関関係が認
め ら れ， 決 定 係 数 は そ れ ぞ れ Case-3：R2＝0.75，
Case-5：R2＝0.76 であった（Fig. 5）。

本実験の結果，人工下水および実下水で生成した管
渠内付着物（生物膜）の有無により流下後の BOD 濃
度が異なるものの生物膜があることで BOD 濃度が低
下することがわかった。また，DP 排水のみを生物膜
ありの条件で流下させた場合，BOD が減少したこと
を報告している16）。さらに，船水ら（2000 年）9）は，
DP 排水中の有機物組成を IAWQ の活性汚泥モデル
の分類法により測定し難分解性有機物含有率が約 2％
であったと報告している。また，森田ら（2003 年）17）

も同様に DP 排水中の有機物分画を行い，下水と比較
して DP 排水は易分解性基質が多いと報告している。
これらの知見から，DP 排水中は微生物が分解しやす
い有機物を多く含むと考えられる。本実験では，減少
した有機物の分画の把握には至らなかったが，生物膜
の存在が DP 排水を含む下水中の有機物量を減少させ
た事象から，管渠内環境には，一定の浄化作用がある
ことが示唆された。

管渠内に付着している生物膜は，下水量の増加によ
り剥離することも考えられるが，これまでの下水管渠
内の付着物調査では常に一定量の付着物が観測されて
いることから付着物は生成剥離を繰り返し，平衡状態Fig. 4 �Change in BOD concentration in the sewage including DP 

wastewater

Fig. 5 Relationship between BOD concentration and flow time
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を保っていると考えられる。また，DP 排水の有機物
分解に伴い硫化物濃度が高まり，管渠の腐食要因とな
る硫化水素やメタンガス生成による GHG の発生が懸
念される。森田ら（2003 年）17）は，嫌気条件下での滞
留実験により DP 排水混入下水の硫化物濃度が高まる
ことを確認しているが，同時に実管渠内の硫化水素濃
度を測定した現地調査の結果，硫化水素発生に対する
DP 導入の寄与率は低いと報告している。管渠内で有
機物分解，浄化作用に伴う硫化物濃度の変化など本実
験系での有機物以外の成分変化の解析が必要である。
さらに，物質収支，分解に寄与する微生物叢の同定，
動力学的視点での考察も求められる。本実験は，生物
膜と有機物量の減少のみに着目した管渠模型実験であ
るが，今後，様々な観点から有機物量の減少要因を明
らかにすることが必要と考えている。

なお，管渠内での有機物量の減少は，有機物の回収
量の減少を意味する。DP を導入しても下水処理場へ
の流入負荷がそのまま増加しないのであれば，地域全
体（下水道事業と廃棄物処理の総合的な評価）の
GHG 排出量は，DP 導入後の流入負荷増加を前提にや
や増加する1, 2）としていた計算結果は変わり，DP の導
入が地球温暖化対策となる可能性がある。今後の課題
として管渠内での有機物分解能を考慮した DP 導入時
の影響評価方法の検討が挙げられる。

3．3 管渠内生物膜の有機物分解能 （分解速度） の評価
Case-3（ 人 工 下 水 ＋ DP 排 水： 生 物 膜 有 ） と

Case-5（実下水＋ DP 排水：生物膜有）の分解速度，
参考値として下水処理場の反応槽を想定し推察した分
解速度，河川の自浄速度（「流域別下水道整備総合計
画 調 査 指 針 と 解 説 」 よ り 河 川 の 自 浄 係 数 ） を
Table 6に示す。なお，分解速度は，DP 排水の生ご
みの細分化による有機物溶出を考慮し流下開始 1 時間
〜 5 時間の BOD 濃度の変化から試算した。下水処理
場の反応槽では標準活性汚泥法にて最初沈殿池で
50％除去，次の反応槽で 90％，最終沈殿池でさらに
50％除去，全体で 97.5％除去されることを前提とし，
流入水の BOD 濃度は 200 mg/L と想定した。反応槽
では滞留初期の除去率が高いことから 2 時間〜 4 時間
の滞留で 80％程度除去されるとすると，分解速度は 2
時間では 0.35/h，4 時間では 0.175/h と試算される。

河川の自浄速度は 0.002/h 〜 0.004/h である（「流域別
下水道整備総合計画調査 指針と解説」に示された河
川の自浄係数）。

Case-3（人工下水）と Case-5（実下水）の管路流
下実験から，DP 排水を含む下水が管渠内を 5 時間流
下した場合の分解速度を試算した結果，人工下水の
Case-3 は 0.037/h，実下水の Case-5 は 0.036/h とほ
ぼ同等であった。これらの値は，下水処理場の反応槽
での初期滞留の 1/10 程度，有機物の分解特性が類似
している河川の自浄速度18）の 10 倍程度に相当した。
以上の結果から，管渠を自然流下する過程で DP 排水
に含まれる有機物は分解し，その分解能は河川の浄化
速度よりはるかに速いことが示唆された。なお，本研
究では，有機物の分解は微生物の働きによるものと推
察しているが，微生物の活性は温度（水温）による影
響が大きいと考えられる。本実験では，Case-3（人
工下水），Case-5（実下水）ともに 20℃の水温条件下
での結果であり，水温と分解速度の関係の解析には至
らなかった。さらに，有機物の減少には，管路壁面へ
の付着など微生物分解以外にあると推察されるが，本
実験では，付着と分解との明確な区分はなされておら
ず，有機物量の減少に対する微生物の分解能の寄与率
については，今後の検討課題である。

4．結 論

本研究は，これまでの DP 導入地域の現地調査4〜7）

から，DP 排水の負荷が想定よりも下水処理場に到達
していない実態を受けその要因を明らかにする目的で，
下水管渠に着目し，下水管渠の DP 排水の分解能につ
いて検討したものである。
1）�管渠内付着物である生物膜は，人工下水（スキム

ミルク溶液）および実下水を 1 週間程度流下（還
流）させることで再現可能であり，再現された生
物膜があることにより，DP 排水中の有機物量は
一定量減少することが示唆された。

2）�DP 排水を含む下水の BOD 濃度は管渠流下初期に
一時的に上昇する。これは DP 排水中の固形物（生
ごみ粉砕物）が細分化し有機物が溶出することが
原因と考えられる。フードミキサーを代用した
DP 排水では BOD 濃度の上昇がみられなかったこ
とから，DP（ハンマーミル方式）とフードミキ
サーでは粉砕物の粒径が異なり，粒径が固形物の
崩壊に影響しているものと考えられる。

3）�生物膜のある条件では，DP 排水の有機物量は流
下時間とともに減少する傾向がみられた。本実験
は，1 つの管路模型により実施しているため，実
下水濃度や水温等条件は実験ごとに異なる。しか
し，下水濃度や水温に関わらず，実験結果は同様

Table 6 Decomposition rate of DP wastewater in sewage pipes

検討対象
人工下水＋

DP 排水
Case-3

実下水＋
DP 排水
Case-5

下水処理場の
反応槽※ 河川の自浄速度※※

分解速度 0.037/h 0.036/h 0.35/h 0.175/h 0.002～0.004/h
流下（滞留）時間 0～5 ｈ 1～5 ｈ 2h 4h 24h

※ �下水処理槽の活性汚泥による分解 （BOD100 mg/L → 20 mg/L に減少）
を想定

※※ 「流域別下水道整備総合計画調査 指針と解説18）」 河川の自浄係数
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の傾向を示している。また，生物膜の生成由来が
人工下水，実下水のいずれも同等の有機物分解能
を示した。DP 排水は下水と比較して易分解性基
質が多く17），微生物が分解しやすい有機物に富む
と考えられ，管渠内での分解速度を試算した。そ
の結果 DP 排水を含む下水の管渠内での分解速度

（流下時間 5 時間で試算）は約 0.04/h であり，下
水処理場の処理槽（活性汚泥）の推定分解速度

（0.175/h 〜 0.35/h）の 1/10 程度，河川の自浄速度
の 10 倍程度であった。

4）�今後の課題として，管渠内での有機物分解に伴う
硫化物濃度の変化など有機物量以外の成分変化を
把握するなど有機物分解要因のさらなる解析があ
げられる。また，管渠内の分解機能を評価した場
合，DP の導入は地域社会全体の GHG 排出量が減
少する可能性がある19）ことから，管渠内分解を考
慮した DP 導入時の影響評価の方法を再検証する
ことも今後の課題と考えている。
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Abstract
While the introduction of garbage disposal can be expected to improve the efficiency of municipal 

treatment, there is concern that the load increase to the sewerage system. However, the survey 
results of the garbage disposal introduction area have not confirmed the increase in the load on the 
sewage treatment plant. In this study, on the premise that the factor is the purification function in 
the sewage pipe, we conducted an experiment using a pipeline model and a mixed water of sewage 
and garbage disposal wastewater. As the result, it was found that the decrease of organic matter in 
the garbage disposal wastewater is contributed by the group of microorganisms that grow in the 
pipe and adhere to the wall surface. The decomposition rate of garbage disposal wastewater in the 
pipe was estimated to be 0.04 / h, and it was confirmed that the sewer pipe has a purification 
function.

Key words : garbage disposal, purification in sewer pipe, waste disposal, pollution load


